
平成 17年 3月期 決算短信 (連結)  平成17年  5月 12日

上   場   会   社   名    ミネベア株式会社             上場取引所    東 大 名

コード番号     6479             本社所在都道府県

(ＵＲＬ　　http://www.minebea.co.jp)             長野県
代    表    者  役職名  代表取締役 社長執行役員     氏名　山本  次男
問合せ先責任者  役職名  常務執行役員 経理･資金担当  氏名　山口    喬            TEL (03) 5434 - 8611
決算取締役会開催日　　平成 17年 5月 12日

米国会計基準採用の有無 無

１. 17年  3月期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。）

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 294,422 9.6 14,083 △ 22.2 10,206 △ 26.0

16年  3月期 268,574 △ 1.3 18,104 △ 6.4 13,800 2.8

          当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

17年  3月期 5,581 △ 7.3 13.93 13.27 5.7 3.2 3.5

16年  3月期 6,019 - 15.08 14.51 6.3 4.3 5.1

(注)①持分法投資損益         17年 3月期            13 百万円   16年 3月期             3 百万円
    ②期中平均株式数(連結)   17年 3月期   399,074,238 株　　   16年 3月期   399,090,062 株
    ③会計処理の方法の変更 無

    ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

17年  3月期 332,217 102,088 30.7 255.82

16年  3月期 314,915 93,866 29.8 235.21

(注)期末発行済株式数(連結) 　17年 3月期      399,062,072 株　　　 16年 3月期   399,083,036 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

17年  3月期 27,586 △ 23,789 △ 8,772 21,759

16年  3月期 21,714 △ 14,932 4,391 24,780

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数     　47社   持分法適用非連結子会社数　   　0社   持分法適用関連会社数　   　1社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）      　5社  （除外）      　4社   持分法（新規）      　0社  （除外）　      　　1社

２. 18年  3月期の連結業績予想（ 平成 １７年 ４月 １日  ～  平成 １８年 ３月３１日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 142,000 5,500 3,000

通   期 295,000 14,000 7,500

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）            18 円  79銭

　(注)　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る本資料発表日現在におけ

　　　 　る仮定を前提としています。 実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件その他

　　　 　の関連する事項については、添付資料の6ページを参照してください。
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添 付 資 料 
 
１．企業集団の状況 

当社を中心とするミネベアグループは、当社及び関係会社 48 社（子会社 47 社、関連会社 1社）で構成され、ベアリン
グ、機械部品、特殊機器及び電子機器の製造及び販売等を主な事業の内容としております。 
製品の製造は、当社及び国内子会社、米国、欧州、アジアの各国に所在する子会社が各製造品目ごとの生産を担当して

おります。製品の販売は、国内においては当社より直接販売を行っております。海外においては米国、欧州、アジア各地
に所在する子会社及び当社の支店を通じて行っております。 
 
各事業の種類別セグメントとの関連及び主要な生産会社及び販売会社は次のとおりであります。 
 

事業の種類別 
セグメント 

事 業 主要な生産会社 主要な販売会社 

機械加工品 ベアリング 当社 
NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC. 
NMB-MINEBEA UK LTD. 
NMB SINGAPORE LTD. 
PELMEC INDUSTRIES (PTE.) LTD. 
NMB THAI LTD. 
PELMEC THAI LTD. 
NMB HI-TECH BEARINGS LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH 
COMPONENTS(SHANGHAI)LTD. 

当社 
NMB TECHNOLOGIES CORPORATION 
NEW HAMPSHIRE BALL BEARINGS,INC. 
NMB-MINEBEA UK LTD. 
NMB-MINEBEA-GmbH. 
NMB ITALIA S.r.l. 
NMB MINEBEA S.a.r.l. 
MINEBEA TECHNOLOGIES PTE. LTD. 
MINEBEA（HONG KONG）LTD. 
NMB KOREA CO.,LTD. 

 機械部品 当社 
NMB SINGAPORE LTD. 
MINEBEA THAI LTD. 

 

 特殊機器 当社  
電子機器 電子機器 当社 

ミネベアエレクトロニクス(株) 
ミネベア・松下モ－タ(株） 
MINEBEA THAI LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 
POWER ELECTRONICS OF MINEBEA CO.,LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS & HI-TECH 
COMPONENTS(SHANGHAI)LTD. 
THAI MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR CO.,LTD. 
MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR (S)PTE. LTD． 
MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR (MALAYSIA)SDN.BHD. 
ZHUHAI MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR CO.,LTD. 
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事業の系統図は、主に次のとおりであります。 
 
 

 

得    意    先 

 
 
 
 

ベ ア リ ン グ  海 外 販 売 会 社   

連結子会社 
NMB-MINEBEA UK LTD. 
NEW HAMPSHIRE BALL  
 BEARINGS,INC. 
 

 連結子会社 
NMB TECHNOLOGIES  
 CORPORATION 
NMB-MINEBEA UK LTD. 
NMB-MINEBEA-GmbH. 
NMB ITALIA S.r.l. 
NMB MINEBEA S.a.r.l. 
MINEBEA TECHNOLOGIES 
 PTE.LTD. 
MINEBEA（HONG KONG）LTD. 
NMB KOREA CO.,LTD. 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

ミ ネ ベ ア (株)  (当 社) 

電 子 機 器 機 械 加 工 品 (ベアリング・機械部品・特殊機器) 

 
               
 
 

持 株 会 社 

連結子会社 
NMB(USA)INC. 

電 子 機 器  ベ ア リ ン グ  機 械 部 品   

連結子会社 
NMB SINGAPORE LTD. 
MINEBEA THAI LTD. 

 
 
 
 
 
 

連結子会社 
NMB SINGAPORE LTD. 
PELMEC INDUSTRIES 
 (PTE.)LTD. 
NMB THAI LTD. 
PELMEC THAI LTD. 
NMB HI-TECH BEARINGS LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS & HI- 
 TECH COMPONENTS(SHANGHAI) 
 LTD. 

連結子会社 
ﾐﾈﾍﾞｱｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ(株) 
ﾐﾈﾍﾞｱ･松下ﾓ-ﾀ（株） 
MINEBEA THAI LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS 
 (THAILAND)CO.,LTD. 
POWER ELECTRONICS OF 
 MINEBEA CO.,LTD. 
MINEBEA ELECTRONICS & HI- 
TECH COMPONENTS(SHANGHAI) 
 LTD. 
THAI MINEBEA-MATSUSHITA  
 MOTOR CO.,LTD. 
MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR 
 (S)PTE.LTD. 
MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR 
 (MALAYSIA)SDN.BHD. 
ZHUHAI MINEBEA-MATSUSHITA 
 MOTOR CO.，LTD. 

  

 

 

 

 

   

―― 製品の流れ 
   原材料･部品の流れ

(海外支店) 
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２．経   営   方   針 
(1) 経営の基本方針 

当社は次の「五つの心得」を経営の基本方針としております。 
 
(一)従業員が誇りを持てる会社でなければならない 
(二)お客様の信頼を得なければならない 
(三)株主の皆様のご期待に応えなければならない 
(四)地域社会に歓迎されなければならない 
(五)国際社会の発展に貢献しなければならない 
 
この基本経営方針の下に、当社は「高付加価値製品の開発」「製品の品質の高度化」に積極的に取り組み、当社の
実力を発揮出来る分野に経営資源を集中すると共に、「財務体質の強化」を中心とした企業運営の強化と社内外に対
して解りやすい「透明度の高い経営」の実践を心がけております。 
また、「環境保全活動」については、当社が世界各地で事業を展開する上で最重要テーマの一つとして従来から徹
底した取り組みを続けております。 

 
(2) 利益配分に関する基本方針 

当社の配当政策の基本的な考え方は、株主への利益還元、事業展開並びに企業体質の強化等を総合的に勘案しなが
ら、安定した配当を継続することが重要であると考えております。 
従って、内部留保資金は企業体質の強化と今後の新たな成長に繋げるための事業資金に充当する所存であります。 
 

(3) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題 
      当社は上記会社経営の基本方針に基づき「徹底した一貫生産体制」「大規模な量産工場」「整備された研究開発体

制」を世界各地で展開し、世界最強の総合精密部品メーカーを目指して収益性を高め、企業価値を引き上げることを
目標としております。 

  これらを実現するための課題を要約すると、次の通りであります。 
１．ベアリングとベアリング関連製品事業の一層の強化拡充をはかる。 
２．精密小型モーター事業を更に拡充し、ベアリング関連製品と並ぶ柱に育てる。 
３．全ての製品について高付加価値製品の比率を引き上げると同時に、製品の幅を広げ、より広範囲な市場に対応出
来るようにする。 

 
(4) コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
   当社では、経営の基本方針として「５つの心得」を掲げており、株主の皆様・お取引先・地域社会・国際社会・従
業員をはじめとする様々なステークホルダーに囲まれた社会的存在としての責任の遂行と企業価値最大化のために、
コーポレート・ガバナンスを重要な経営課題と位置付け、その強化に努めております。 

   平成１５年６月に執行役員制を導入し、取締役から執行役員へ大幅な権限委譲を行い、経営・監督責任と業務執行
責任体制の明確化、迅速な意思決定と業務遂行を推進しております。また、１０名の取締役のうち２名が社外取締役
となっており、取締役の株主の皆様に対する説明責任（アカウンタビリティ）履行の相対的強化をはかっております。 

   監査役会は４名で構成されており、その内２名が社外監査役であります。監査役は、当連結会計年度、監査役会等
を２０回開催し、内部監査室及び会計監査人とも連携をとり国内事業所及び子会社並びに海外子会社等へ４１回の監
査を実施し、コーポレート・ガバナンス充実に向けた取り組みを行っております。 
コーポレート・ガバナンス体制の状況は、次のとおりであります。 

 
 

 
                    

           
    
 

 
                    
 
                       
 
             業務執行業務執行業務執行業務執行機機機機能能能能    
 
 
 
 
 

株主 

取締役会 
10名 

（うち社外取締役 2名） 

監査役会 
4名 

（うち社外監査役 2名） 

執行役員 
30名 

経営監督機能経営監督機能経営監督機能経営監督機能  
（選任） （選任） 

監査機能監査機能監査機能監査機能  
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   会社情報の適時開示については、管理部門全般の業務について掌握する「東京事務管理部門会議」において、適時
開示情報の内容を総合的に検討・確認のうえ、個人投資家、機関投資家、アナリスト、メディアを問わず全ての市場
関係者に対し、情報開示担当者を通じ公平且つ適時に情報開示を行っております。 

 
(5) 目標とする経営指標 

    
平成 18 年 3 月期の連結ベースでの目標数値は、次のとおりであります。 

(単位：億円) 
 平成 18 年 3 月期 
売上高 2,9502,9502,9502,950    （（（（100100100100％）％）％）％）    
営業利益       180      180      180      180    （（（（129129129129％％％％））））    
経常利益       140      140      140      140    （（（（137137137137％）％）％）％）    
当期純利益        75       75       75       75    （（（（134134134134％）％）％）％）    
設備投資額       22      22      22      225555    （（（（ 98 98 98 98％）％）％）％）    

    （ ）は対前期比率 
 

３．経  営  成  績 及 び 財 政 状 態 
(1) 経営成績 
① 当期の概況 

当連結会計年度のわが国経済は、原油価格・素材価格の高騰、電子部品業界の在庫調整、公共投資の大幅減少、
及び中国における引締政策等懸念材料がありましたが、個人消費の持ち直しと米国・アジア地域の景気回復を背景
とする企業収益の改善や設備投資の増加により、堅調に推移しました。米国経済も原油価格高騰の不安がありまし
たが、設備投資の高い伸びと底堅い個人消費に支えられ成長を持続しました。欧州経済は、ユーロ高、厳しい雇用
環境等にもかかわらず緩やかな成長となりました。一方、中国経済は、投資過熱抑制策があったものの、依然とし
て、高い成長を続けました。東南アジア諸国の経済も米国景気の成長の持続と中国の高成長により好調に推移しま
した。 
当社は、かかる経営環境下で、継続的な事業構造改革により収益基盤を一層強化するとともに、さらに徹底した
コスト削減、高付加価値製品・新技術の開発、拡販活動に注力してまいりました。 
この結果、前連結会計年度と比べ売上高は 294,422 百万円と 25,848 百万円(9.6%)の増加となりましたが、営業
利益は 14,083 百万円と 4,021 百万円(△22.2%)の減少となりました。経常利益は 10,206 百万円と 3,593 百万円(△
26.0%)の減少となり、当期純利益も 5,581 百万円と 438 百万円(△7.3%)の減少となりました。 

 
(a) 事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
機械加工品事業 
機械加工品事業は、当社の主力製品であるボールベアリングの他に、主として航空機に使用されるロッド
エンドベアリング、HDD 用ピボットアッセンブリー等のメカニカルパーツ、自動車及び航空機用のねじ、及び
防衛関連製品であります。前連結会計年度に比べ、主力製品であるボールベアリングは、家電業界・自動車
業界・情報通信機器関連業界への積極的な拡販により売上が増加しました。また、ロッドエンドベアリング
も米国を中心に売上が増加しました。一方、ピボットアッセンブリーは、期初に HDD 業界の在庫調整の影響
がありましたが、その後需要が回復し大きく売上を伸ばしました。これらの結果、売上高は 116,105 百万円
と前連結会計年度と比べ 4,413 百万円(4.0%)の増加となりました。営業利益も 21,572 百万円と増産・生産効
率向上によるコスト削減等により 2,067 百万円(10.6%)の増加となりました。 
電子機器事業 
電子機器事業は、HDD用スピンドルモーター、ファンモーター・ステッピングモーター・振動モーター及びブ
ラシ付DCモーターの情報モーター、PC用キーボード、スピーカー、液晶用バックライト並びに計測機器が主な
製品であります。振動モーター、ブラシ付 DC モーター等の情報モーターが松下電器産業株式会社モータ社との
合弁開始に伴い当連結会計年度より新たに加わったことにより売上高が増加しました。また、キーボード、液晶
用バックライト及び計測機器も大きく売上を伸ばしましたが、スピンドルモーターは期初におけるHDD業界の在
庫調整と新製品の開発遅れにより低迷しました。これらの結果、売上高は178,317 百万円と前連結会計年度と比
べ 21,436 百万円(13.7%)の増加となりました。営業利益は、スピーカー、液晶用バックライト及び計測機器が
売上増により増益となったものの、HDD用スピンドルモーターの生産減少による固定費負担増、キーボードの生
産拠点移転にかかる費用増、及び情報モーター部門の事業構造改革に伴う費用増等により、△7,489 百万円と前
連結会計年度と比べ6,089 百万円の減少となりました。 
 

 (b) 所在地別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 
日本地域 
日本地域は、ミネベア・松下モータ株式会社の発足に伴い振動モーター、ブラシ付 DC モーター等の情報モ
ーターが加わり、売上高は 76,660 百万円と前連結会計年度に比べ 7,900 百万円(11.5%)増加しましたが、情報
モーター事業費用の増加もあり営業利益は2,752 百万円と2,131 百万円(△43.6%)の減少となりました。 

 アジア地域 
アジア地域は、日本、欧米等のメーカーの生産拠点として重要な地域であります。HDD 関連業界の在庫調整
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の影響はあったものの、情報通信機器関連業界の需要回復や堅調な家電業界の需要に支えられ、販売は堅調
に推移しました。一方、利益面では HDD 用スピンドルモーター生産減少による固定費負担増、情報モーター
部門の事業構造改革及びキーボード生産拠点移転に伴う費用増などにより厳しい状況となりました。この結
果、売上高は137,424百万円と前連結会計年度に比べ16,353百万円(13.5%)増加しましたが、営業利益は5,870
百万円と 4,893 百万円(△45.5%)の減少となりました。 
北米地域 
北米地域は、情報通信機器関連顧客のアジアへの生産移管が進んだものの、キーボードその他の電子機器
部品は堅調に推移しました。また、米国生産のボールベアリング及び航空機関連業界等向けのロッドエンド
ベアリングは、受注・販売共に好調に推移しました。この結果、売上高は 52,389 百万円、営業利益は 4,510
百万円と前連結会計年度に比べそれぞれ 3,663 百万円(7.5%)の増加、2,426 百万円(116.4%)の増加となりまし
た。 
欧州地域 
欧州地域は、緩やかな経済成長の中で、ボールベアリング及びロッドエンドベアリング等が堅調に推移しまし
たが、キーボード等の電子機器が低調で、売上高は27,947 百万円、営業利益は 950 百万円と前連結会計年度に
比べそれぞれ 2,068 百万円(△6.9%)の減少、576 百万円(154.0%)の増加となりました。 

 
② 次期の見通し 
 原油価格の再騰、中国における金融引締政策浸透による高経済成長の減速及び東アジア地域へのその影響等の懸
念材料があるものの､依然として、中国の高い経済成長率は継続し、米国においても雇用増から所得増による消費下
支えが期待でき自立的な成長が維持されると見込まれるため、今後も世界の経済はバランスの取れた成長が続くと
予想されます。 
なお、当社は、次期より固定資産の減損会計を導入します。  

 
(a) 事業の種類別セグメントの通期見通しは、次のとおりであります。 
機械加工品事業 
主力製品であるボールベアリングの需要は堅調であり、引き続き家電業界・自動車業界・情報通信機器関
連業界への積極的な拡販を進めます。拡販に伴う量産効果により更なるコスト削減が期待でき、一層の業績
向上をはかります。また、欧州・米国を中心に航空機市場が好調であり、ロッドエンドベアリングは、この
恩恵を受けることが期待できます。ピボットアッセンブリーは、売上が順調に推移するものと予想されます。 
電子機器事業 
情報モーター事業は、徐々にではありますが事業構造改革の成果があらわれてくるものと予想されます。
スピンドルモーター事業も、コスト競争力、量産性のある ROF タイプ等の新製品を市場に供給開始し、下半
期には業績改善が行われることが期待できます。キーボード事業は、タイよりの生産移管が上半期に終了し、
厳しい価格競争に打ち勝つコスト競争力のある大量生産体制が整います。他の電子機器事業である液晶用バッ
クライト、計測機器は好調に推移すると予想されます。 
 

(b) 所在地別セグメントの通期見通しは、次のとおりであります。 
日本地域 
顧客企業の多くが中国をはじめとするアジア地域へ生産移管を進めており、販売面・利益面で厳しい状況
が続くものと予想されます。 
アジア地域 
今後大きな発展を期待できる当社の最大規模の市場であり、また当社の主力生産基地がある地域であるた
めこの利点を最大限に活かし強力に業績の向上をはかります。情報モーター事業、スピンドルモーター事業、
キーボード事業も諸対策により業績の改善が見込まれます。 
北米地域 
米国生産のロッドエンドベアリング等は航空機業界等からの好調な受注が続いており、引き続き堅調に推
移するものと予想されます。また、キーボード、ボールベアリング、モーター等の輸入品も好調を持続する
ものと見込んでおります。 
欧州地域 
欧州経済は緩やかな成長を持続しており、販売、利益とも当期とほぼ同様に推移するものと予想しており
ます。 

 
(2) 財政状態 

当期の状況 
       当社グループは、「財務体質の強化」を主要な経営方針とし、総資産の圧縮、設備投資の抑制及び負債の削減等

を進めております。当連結会計年度末における現金及び現金同等物の残高は、21,759 百万円と前連結会計年度末と
比べ 3,020 百万円(△12.2%)の減少となりました。 

      当連結会計年度の各活動におけるキャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 
           税金等調整前当期純利益 7,778 百万円及び減価償却費 22,462 百万円の発生に対し、たな卸資産・売上債権の増

加、法人税等の支払い等により営業活動によるキャッシュ・フローは、27,586 百万円の収入となり、前連結会計年
度に比べ 5,872 百万円(27.0%)の増加となりました。設備投資の支払いが 23,060 百万円と前連結会計年度より増加
したことにより、投資活動によるキャッシュ・フローは、23,789 百万円の支出と前連結会計年度に比べ 8,857 百万
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円(59.3%)の支出の増加となりました。また、財務活動によるキャッシュ・フローは、転換社債等の償還、普通社債
の発行、長期借入金の増加等により 8,772 百万円の支出となり前連結会計年度に比べ 13,163 百万円の支出の増加と
なりました。 

      なお、当連結会計年度に松下電器産業株式会社モータ社との情報モーター事業の統合に伴う分社型吸収分割によ
り連結子会社であるミネベア・松下モータ株式会社が引き継いだ資産は 16,542 百万円、負債は 11,472 百万円で、
現金及び現金同等物が 1,596 百万円増加しております。 

 
(3) 事業等のリスク 

    当社グループの経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクを次のように考えております。 
    なお、文中の将来に関するリスクは、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。 
 

① 市場環境 
       PC 及び周辺機器、情報通信機器、家電を中心とする当社製品の主要市場は、国内外において競争が非常に激

しく、需要が大きく変動するため、経営成績及び財政状態等に悪影響を及ぼす可能性があります。 
② 為替変動 

       当社グループの海外売上高比率は高いため為替相場の変動によるリスク回避は、為替予約を中心とするリス
クヘッジ取引を行っております。 

③ 研究開発 
       新規製品・高品質製品を市場に継続的に投入する必要があるため研究開発を行っておりますが、研究開発の

成果は不確実なものであり、多額の支出を行ったとしても必ずしも成果に結びつかないというリスクがありま
す。 

④ 重要な訴訟等について 
       国内及び海外事業に関連する訴訟等の対象となるリスクについては、法務部門が一括して管理しております。

将来重要な訴訟等が提起された場合には当社グループの経営成績及び財政状態等に重要な悪影響を及ぼす可能
性があります。 

⑤ 価格交渉 
海外製の低価格製品との価格競争は大変厳しいものとなっており、低品質、低価格のニーズを持つ市場では
市場シェアを維持・拡大できない可能性があります。 

⑥ 原材料費・物流費等のコスト 
       外部からさまざまな原材料等の調達を行っており、在庫量の最適化、安定供給と安定価格の継続をはかって

おりますが、原材料等の価格上昇が経営成績及び財政状態等に悪影響を及ぼす可能性があります。 
⑦ 海外進出に潜在するリスク 

       当社グループの生産の多くは、タイ、中国、シンガポール等海外で行われております。海外進出後、長期間
が経過し、地場との融合が行われていますが、予期しない法律又は規制の変更、人材の採用と確保の難しさ、
テロ・戦争及びその他の要因による社会的混乱といったリスクが内在しております。 

 
(4) 重要な契約 

該当事項はありません。 
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４．連結財務諸表等 
(1) 連結貸借対照表                                  （単位：百万円） 

当  期  末 
(１７・３・３１) 

前  期  末 
(１６・３・３１) 

比 較 増 減 期 別 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 
（資 産 の 部）   ％   ％   ％ 

流 動 資 産  １４７,２９５ 44.3  １３８,９５３ 44.1  ８,３４２ 6.0 

 現 金 及 び 預 金  ２１,７５９   ２４,７８０  △ ３,０２０  

 受取手形及び売掛金  ６２,６１０   ５８,２４１   ４,３６９  

 た な 卸 資 産  ４６,９６３   ４１,５３４   ５,４２８  

 繰 延 税 金 資 産  ５,１２３   ６,５５４  △ １,４３０  

 そ の 他  １１,１２５   ８,２５１   ２,８７３  

 貸 倒 引 当 金 △ ２８７  △ ４０８   １２１  
固 定 資 産  １８４,８０８ 55.7  １７５,９１６ 55.9  ８,８９２ 5.1 
  有 形 固 定 資 産  １５６,５２１   １４８,４５７   ８,０６３  

 建 物 及 び 構 築 物  ９７,２２２   ９２,８８１   ４,３４１  

 機械装置及び運搬具  ２０２,３６４   １８１,６３０   ２０,７３３  

 工具器具及び備品  ５０,７３７   ４４,９４５   ５,７９２  

 土 地  １５,０８６   １６,１３５  △ １,０４８  

 建 設 仮 勘 定  １,２２８   ７６３   ４６４  

 減 価 償 却 累 計 額 △ ２１０,１１８  △ １８７,８９７  △ ２２,２２０  
  無 形 固 定 資 産  １４,１１３   １２,４０３   １,７０９  

 連 結 調 整 勘 定  １０,３５３   １１,４２３  △ １,０７０  

 そ の 他  ３,７６０   ９８０   ２,７７９  
  投 資 そ の 他 の 資 産  １４,１７４   １５,０５５  △ ８８０  

 投 資 有 価 証 券  ６,３０８   ７,０８６  △ ７７７  

 長 期 貸 付 金  ３５   ４６  △ １０  

 繰 延 税 金 資 産  ６,０１６   ６,１６７  △ １５１  

 そ の 他  １,８７０   １,８９７  △ ２６  

 貸 倒 引 当 金 △ ５６  △ １４２   ８５  
繰 延 資 産  １１２ 0.0  ４５ 0.0  ６６ 145.2 

資 産 合 計 ３３２,２１７ 100.0 ３１４,９１５ 100.0  １７,３０１ 5.5 

 

  
(注) 自己株式の数 

  当 期 末  
１０５,６２３株 

  前 期 末  
８４,６５９株  
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 （単位：百万円） 

当  期  末 
(１７・３・３１) 

前  期  末 
(１６・３・３１) 

比 較 増 減 期    別 
科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 率 

（負 債 の 部）   ％   ％   ％ 

流 動 負 債  １４１,４４９ 42.6  １６７,６２６ 53.2 △ ２６,１７６ △15.6 

 支払手形及び買掛金  ２５,９０１   ２２,７７７   ３,１２３  

 短 期 借 入 金  ８１,２５６   ７２,１９５   ９,０６０  

 コマーシャルペーパー  －   ４,０００  △ ４,０００  

 長期借入金(１年以内返済)  １,８５５   ６,３６７  △ ４,５１２  
 社債(１年以内償還)  －   １０,０００  △ １０,０００  

 転換社債(１年以内償還)  －   ２７,０８０  △ ２７,０８０  

 新株引受権付社債(１年以内償還)  ４,０００   －   ４,０００  

 未 払 法 人 税 等  ２,３４４   ２,６３８  △ ２９４  

 賞 与 引 当 金  ３,２４７   ３,２０８   ３８  

 環境整備費引当金  ７９４   ９８９  △ １９４  

 そ の 他  ２２,０５０   １８,３６８   ３,６８１  

固 定 負 債  ８６,１４４ 25.9  ５２,７４３ 16.8  ３３,４００ 63.3 

 社 債  ３８,０００   ２８,０００   １０,０００  

 新株引受権付社債  －   ４,０００  △ ４,０００  

 長 期 借 入 金  ４７,３４０   １９,８４２   ２７,４９８  
 退 職 給 付 引 当 金  ３０５   ５９４  △ ２８９  
 執行役員退職給与引当金  ４９   ２２   ２７  
 そ の 他  ４４８   ２８４   １６４  

  負 債 合 計  ２２７,５９４ 68.5  ２２０,３７０ 70.0  ７,２２４ 3.3 

          

（少 数 株 主 持 分）          

少 数 株 主 持 分  ２,５３４ 0.8  ６７８ 0.2  １,８５５ 273.3 

          

（資 本 の 部）          

資 本 金  ６８,２５８ 20.5  ６８,２５８ 21.7  － － 

資 本 剰 余 金  ９４,７５６ 28.5  ９４,７５６ 30.1  － － 

利 益 剰 余 金  ５,５１９ 1.7  ２,７５５ 0.8  ２,７６３ 100.3 

その他有価証券評価差額金  １,５７５ 0.5  １,６４７ 0.5 △ ７２ △ 4.4 

為替換算調整勘定 △ ６７,９６５ △20.5 △ ７３,５０５ △23.3  ５,５３９ △ 7.5 
自 己 株 式 △ ５６ △ 0.0 △ ４６ △ 0.0 △ ９ 19.7 

資 本 合 計  １０２,０８８ 30.7  ９３,８６６ 29.8  ８,２２２ 8.8 

負債、少数株主持分 
及 び 資 本 合 計 

 ３３２,２１７ 100.0  ３１４,９１５ 100.0  １７,３０１ 5.5 
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(2) 連結損益計算書                               （単位：百万円） 
当 期 
自１６・４・ １ 
至１７・３・３１ 

前 期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

比 較 増 減 
期 別 

 
 
科 目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 率 
  ％  ％  ％ 
売 上 高  ２９４,４２２ 100.0  ２６８,５７４ 100.0  ２５,８４８ 9.6 
売 上 原 価  ２３２,０１９ 78.8  ２０３,２６０ 75.7  ２８,７５９ 14.2 

売 上 総 利 益  ６２,４０３ 21.2  ６５,３１３ 24.3 △ ２,９１０ △ 4.5 
販売費及び一般管理費  ４８,３１９ 16.4  ４７,２０８ 17.6  １,１１０ 2.4 

営 業 利 益  １４,０８３ 4.8  １８,１０４ 6.7 △ ４,０２１ △22.2 
営 業 外 収 益  １,５５１ 0.5  １,２８９ 0.5  ２６１ 20.3 
 受 取 利 息  １４５   １１１   ３３  
 受 取 配 当 金  ３７   ２６   １０  
 持分法による投資利益  １３   ３   １０  
 そ の 他  １,３５４   １,１４７   ２０６  
営 業 外 費 用  ５,４２７ 1.8  ５,５９４ 2.1 △ １６６ △ 3.0 
 支 払 利 息  ３,３６１   ３,２１３   １４７  
 為 替 差 損  ７５５   ７７１  △ １５  
 そ の 他  １,３１１   １,６０９  △ ２９８  

経 常 利 益  １０,２０６ 3.5  １３,８００ 5.1 △ ３,５９３ △26.0 
特 別 利 益  ４０４ 0.1  １,７３２ 0.6 △ １,３２８ △76.7 
 前期関係会社事業整理損修正額  －   ３２５  △ ３２５  
 固 定 資 産 売 却 益  ３０１   ８３   ２１７  
 投資有価証券売却益  －   ８８１  △ ８８１  
 貸 倒引当金戻入額  １０２   －   １０２  
 電源事業等整理損引当金戻入額  －   ４４１  △ ４４１  
特 別 損 失  ２,８３２ 1.0  ２,５７３ 0.9  ２５８ 10.0 
 固 定 資 産 売 却 損  ５６５   １０５   ４６０  
 固 定 資 産 除 却 損  ４５３   ６４２  △ １８８  
 投資有価証券売却損  ０   －   ０  
 投資有価証券評価損  ６１９   －   ６１９  
 関係会社事業整理損  ２７０   －   ２７０  
 製 品 補 償 損 失  ２７０   ４７６  △ ２０６  
 退 職 給 付 費 用  ６０９   ６１０  △ １  
 特 別 退 職 金  －   ３０７  △ ３０７  
 役 員 退 職 慰 労 金  ４２   ４３１  △ ３８８  
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  ７,７７８ 2.6  １２,９５８ 4.8 △ ５,１８０ △40.0 
          

法人税、住民税及び事業税              ５,９４３   ４,４１１   １,５３１  
法 人 税 等 調 整 額             △ ４３０   ２,７９８  △ ３,２２８  

        法 人 税 等 合 計            ５,５１３ 1.8  ７,２１０ 2.7 △ １,６９７ △23.5 
 少 数 株 主 損 失  ３,３１６ 1.1  ２７１ 0.1  ３,０４４ － 

当 期 純 利 益  ５,５８１ 1.9  ６,０１９ 2.2 △ ４３８ △ 7.3 
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(3) 連結剰余金計算書                                                                   （単位：百万円）              
当 期 
自１６・４・ １ 
至１７・３・３１ 

前 期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

比 較 増 減 
期 別 

 
 
科 目 金  額 金  額 金  額 

(資本剰余金の部)       

資 本 剰 余 金 期 首 残 高  ９４,７５６  ９４,７５６  － 
資 本 剰 余 金 期 末 残 高  ９４,７５６  ９４,７５６  － 
       

(利益剰余金の部)       

利 益 剰 余 金 期 首 残 高  ２,７５５ △ ４５４  ３,２０９ 
利 益 剰 余 金 増 加 高  ５,５８１  ６,０１９ △ ４３８ 
    当 期 純 利 益  ５,５８１  ６,０１９ △ ４３８ 
利 益 剰 余 金 減 少 高  ２,８１７  ２,８０９  ７ 
    連結子会社の減少による利益剰余金減少高  －  １６ △ １６ 
    配 当 金  ２,７９３  ２,７９３ △ ０ 
    役 員 賞 与  ２３  －  ２３ 
  自 己 株 式 処 分 差 損  ０  ０  ０ 
利 益 剰 余 金 期 末 残 高  ５,５１９  ２,７５５  ２,７６３ 
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(4) 連結キャッシュ･フロー計算書                          （単位：百万円） 
当 期 
自１６・４・ １ 
至１７・３・３１ 

前 期 
自１５・４・ １ 
至１６・３・３１ 

比 較 増 減 
期  別 

 科  目 金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー          
   税金等調整前当期純利益   ７,７７８  １２,９５８ △  ５,１８０ 
   減価償却費   ２２,４６２  ２１,７０５   ７５６ 
   連結調整勘定償却額   １,０８３  １,０２３   ５９ 
   持分法による投資利益 △  １３ △ ３ △  １０ 
   受取利息及び受取配当金 △  １８２ △ １３８ △  ４４ 
   支払利息   ３,３６１  ３,２１３   １４７ 
   有形固定資産売却損   ２６４  ２２   ２４２ 
   有形固定資産除却損   ４５３  ６４２ △  １８８ 
   製品補償損失引当金の増減額（減少：△） △  ２１０  ２２７ △  ４３８ 
   投資有価証券売却損益（売却益：△）   ０ △ ８８１   ８８２ 
   投資有価証券評価損   ６１９  －   ６１９ 
   売上債権の増加額 △  １,０２０ △ ７,７３４   ６,７１４ 
   たな卸資産の増加額 △  １,５９７ △ １,８８３   ２８６ 
   仕入債務の増減額（減少：△）   １,２８３ △ ３８６   １,６７０ 

貸倒引当金の減少額 △  ２２１ △ ３６５   １４３ 
 賞与引当金の増減額（減少：△）   ４１ △ ３０   ７２ 
電源事業等整理損引当金の減少額   － △ ３,１４４   ３,１４４ 

   環境整備費引当金の減少額 △  １９４ △ １３９ △  ５４ 
退職給付引当金の増減額（減少：△） △  ３３１  ５５９ △  ８９０ 

   執行役員退職給与引当金の増加額   ２７  ２２   ４ 
その他   １,５３７  ３,０７８ △  １,５４０ 

     小  計   ３５,１４２  ２８,７４５   ６,３９７ 
   利息及び配当金の受取額   １８３  １７６   ７ 
   利息の支払額 △  ３,３８８ △ ３,１９７ △  １９０ 
   法人税等の支払額 △  ４,３５１ △ ４,００９ △  ３４１ 
    営業活動によるキャッシュ･フロー   ２７,５８６  ２１,７１４   ５,８７２ 
         
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー         
   有形固定資産の取得による支出 △  ２３,０６０ △ １８,８２５ △  ４,２３５ 
   有形固定資産の売却による収入   ２,１７３  ２,３７２ △  １９９ 
   無形固定資産の取得による支出 △ ３,０５９  － △ ３,０５９ 

投資有価証券の取得による支出 △  ３７ △ １,９９９   １,９６２ 
   投資有価証券の売却による収入   ３  ２,５４４ △  ２,５４０ 
   連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による収入  ７１  －  ７１ 
   連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入   －  ３８５ △  ３８５ 
   貸付による支出 △  ６７ △ １５６   ８９ 
   貸付金の回収による収入   １６４  ２１８ △  ５４ 
   その他   ２２  ５２９ △  ５０６ 
    投資活動によるキャッシュ･フロー △  ２３,７８９ △ １４,９３２ △  ８,８５７ 
       
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー         
   短期借入金の増加額   ２,３０６  ６,２４８ △  ３,９４１ 
   コマーシャルペーパーの増減額（減少：△） △  ４,０００  １,０００ △  ５,０００ 
   長期借入れによる収入   ２９,３２４  １,６３３   ２７,６９１ 
   長期借入金の返済による支出 △  ６,４５９ △ ２,５１３ △  ３,９４６ 
   社債の発行による収入   １０,０００  １０,０００   － 
   社債の償還による支出 △  １０,０００ △ １０,０００  － 
   転換社債の償還による支出 △  ２７,０８０  － △  ２７,０８０ 

自己株式の取得による支出 △  ９ △ ９ △  ０ 
配当金の支払額 △  ２,７９３ △ ２,７９３   ０ 
少数株主への配当金の支払額 △  １６ △ ２７   １０ 
少数株主からの払込による収入   －  ９０５ △  ９０５ 
その他 △  ４３ △ ５２   ８ 

    財務活動によるキャッシュ･フロー 
 

△  ８,７７２  ４,３９１ △  １３,１６３ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ３５８ △ ５７０   ９２９ 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 
Ⅶ 会社分割に伴う現金及び現金同等物の増加額

△ ４,６１６ 
２４,７８０ 
１,５９６ 

 １０,６０３ 
１４,１７７ 

－ 

△ １５,２１９ 
１０,６０３ 
１,５９６ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高   ２１,７５９  ２４,７８０ △  ３,０２０ 
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(5) 連結財務諸表作成のための基本となる事項 
   ① 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 

      連結子会社数     47 社    主要会社名    NMB SINGAPORE LTD., NMB (USA) INC., NMB THAI LTD. 

             MINEBEA ELECTRONICS (THAILAND) CO.,LTD. 

 

      関連会社数       1 社    うち持分法適用会社数及び主要会社名  1 社  (株)湘南精機 

 

 ② 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

(イ)連結子会社 

 
新 
規 

株式取得による 

 

 

会社設立による 

株式の追加取得による 

（３社） 

 

 

（１社） 

（１社） 

MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR (S) PTE.LTD. 

MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR (MALAYSIA) SDN.BHD. 

ZHUHAI MINEBEA-MATSUSHITA MOTOR CO.,LTD. 

NMB MINEBEA SLOVAKIA s.r.o. 

関東精工（株） 

 

除 
外 会社清算による （４社） 

NMB F.T. INC 

MINEBEA EUROPE FINANCE B.V. 

ミネベア音響（株） 

エヌ・エム・ビー音響（株） 

(ロ)持分法適用会社 新 
規 

ありません。   

 除 
外 

連結子会社への変更によ
る 

（１社） 関東精工（株） 

 
   ③ 連結子会社の事業年度に関する事項 

連結子会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、当連結財務諸表の作成にあたり、連結決算
日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用しております。 
 

   ④ 会計処理基準に関する事項 
    (a) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

1.たな卸資産 
当社及び国内連結子会社については、主として移動平均法による原価法を採用しております。 
在外連結子会社については、主として先入先出法又は移動平均法による低価法を採用しております。 

2.その他有価証券 
・時価のあるもの 

連結決算末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。また、評価差額は、全部資本直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。 

・時価のないもの 
移動平均法による原価法を採用しております。 

    (b) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
1.有形固定資産 

当社及び国内連結子会社については、定率法を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであ
ります。 
 建物及び構築物    ４年～６０年 
 機械及び装置     ２年～１５年 
 工具器具及び備品   ２年～２０年 
また、少額の減価償却資産（取得価額が１０万円以上２０万円未満の減価償却資産）については、連結会
計年度毎に一括して３年間で均等償却しております。 
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。 

2.無形固定資産 
当社及び国内連結子会社については、定額法を採用しております。なお、ソフトウェア(自社利用分)につ

いては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 
在外連結子会社については、主として定額法を採用しております。 

    (c) 重要な引当金の計上基準 
1.貸倒引当金 

当社及び国内連結子会社では、債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
在外連結子会社については、債権の貸倒による損失に備えるため、個々の債権の回収可能性を勘案して回

収不能見込額を計上しております。 
2.賞与引当金 

当社及び国内連結子会社については、従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準
に基づき計上しております。 
在外連結子会社については、発生基準に基づき計上しております。 
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3.退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、
当連結会計年度末において発生していると認められる金額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(3,050百万円)については、５年による按分額を「退職給付費用」として特別

損失に計上しております。 
数理計算上の差異は、一定の年数(５年～15 年)による定額法により、翌連結会計年度から費用処理する

こととしております。 
在外連結子会社については、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められる金額を計上しておりま
す。 

      4.執行役員退職給与引当金 
        執行役員の退職金の支給に備える為、内規による当連結会計年度末要支給額を計上しております。 
      5.環境整備費引当金 
        米国における環境対策費用として発生すると見込まれる損失について、合理的に見積もられる金額を計上

しております。 
(d) 連結財務諸表の作成の基礎となった連結会社の財務諸表の作成に当たって採用した重要な外貨建資産及び負債
の本邦通貨への換算基準                        
当社及び国内連結子会社については、連結決算時の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しております。 
在外連結子会社については、資産及び負債は、連結決算時の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費
用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含
めております。  

    (e) 重要なリース取引の処理方法 
当社及び国内連結子会社はリース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、在外連結子会社について
は主として当社と同じ方法によります。 

    (f) 重要なヘッジ会計の方法 
為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務については、振当処理を行っております。 
なお、為替予約取引は当社の資金部の指導のもとに輸出入取引等に係る為替相場変動によるリスクをヘッジ

する目的で行っております。 
また、為替予約の締結時に、リスク管理方針に従って、外貨建による同一金額で同一期日の為替予約をそれ

ぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されており、その判定をもって
有効性の判定に代えております。 

(g) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 

 
⑤  連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   連結子会社の資産及び負債の評価方法は、部分時価評価法によっております。 
 
⑥  連結調整勘定の償却に関する事項 
   連結調整勘定は、当社及び連結子会社の所在地国の会計慣行に従って５年から４０年の間で均等償却しており 
  ます。 
 
⑦  利益処分項目等の取扱いに関する事項 
   連結剰余金計算書は、当社及び連結子会社の利益処分について、連結財務諸表規則第８条ただし書の方式（繰
上方式）によっております。 

 
   ⑧  連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか
負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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(6) 注記事項 
① セグメント情報 

    (a) 事業の種類別セグメント情報 
          （単位：百万円） 

当 期（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

116,105 178,317 294,422 － 294,422 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,194 389 2,584 △  2,584 － 

計 118,299 178,707 297,006 △  2,584 294,422 
営 業 費 用 96,727 186,196 282,923 △  2,584 280,339 
営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 

21,572 △  7,489 14,083 － 14,083 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 194,180 214,142 408,322 △   76,105 332,217 

減 価 償 却 費 10,401 12,061 22,462 － 22,462 
資 本 的 支 出 11,400 22,756 34,157 － 34,157 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機

用機械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、バックライト、ハイブリ
ッドＩＣ、インバーター、ひずみゲージ、ロードセル等 

   

 
 

         （単位：百万円） 
前 期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日）  

機械加工品 電子機器 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益      
売 上 高      
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

111,692 156,881 268,574 － 268,574 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

2,191 15 2,206 △   2,206 － 

計 113,884 156,896 270,781 △   2,206 268,574 
営 業 費 用 94,379 158,296 252,676 △   2,206 250,469 
営 業 利 益 又 は 
営 業 損 失 

19,505 △   1,400 18,104 － 18,104 

Ⅱ資産、減価償却費 
及 び 資 本 的 支 出 

     

資 産 189,741 196,918 386,660 △  71,744 314,915 

減 価 償 却 費 10,811 10,894 21,705 － 21,705 
資 本 的 支 出 4,168 14,929 19,097 － 19,097 

(注) １．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 
   ２．各区分の主な製品 
   ① 機械加工品……ベアリング、ピボット・アッセンブリー、テープガイド、ファスナー、航空機

用機械加工部品、防衛関連機器等 

   ② 電子機器………各種精密小型モーター等、キーボード、スピーカー、トランスフォーマー、バ
ックライト、スイッチング電源、インダクター、ハイブリッドＩＣ、インバー
ター、ひずみゲージ、ロードセル等 



-   - 16

(b) 所在地別セグメント情報 

                                              （単位：百万円） 

当 期（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日）  

日 本 アジア 北 米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

76,660 137,424 52,389 27,947 294,422 － 294,422 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

162,763 155,447 1,422 1,025 320,659 △ 320,659 － 

計 239,424 292,871 53,812 28,973 615,081 △ 320,659 294,422 
営 業 費 用 236,671 287,001 49,302 28,022 600,998 △ 320,659 280,339 
営 業 利 益 2,752 5,870 4,510 950 14,083 － 14,083 

Ⅱ 資 産 169,239 223,995 32,442 20,300 445,977 △ 113,760 332,217 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ２. 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北   米：米国 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
 
 
 
                                            （単位：百万円） 

前 期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日）  

日 本 アジア 北米・南米 欧 州 計 
消  去 
又は全社 

連 結 

Ⅰ売上高及び営業損益        
売 上 高        
(1) 外 部 顧 客 に  
対 す る 売 上 高  

68,760 121,071 48,726 30,015 268,574 － 268,574 

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

138,157 125,129 2,858 1,387 267,533 △ 267,533 － 

計 206,917 246,201 51,584 31,403 536,107 △ 267,533 268,574 
営 業 費 用 202,034 235,437 49,500 31,029 518,002 △ 267,533 250,469 
営 業 利 益 4,883 10,763 2,084 374 18,104 － 18,104 

Ⅱ 資 産 166,277 201,193 29,172 20,075 416,719 △ 101,803 314,915 
(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １. 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ２. 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、メキシコ 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア 
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(c) 海外売上高 
                                    （単位：百万円） 

当 期（自 平成１６年４月１日 至 平成１７年３月３１日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 140,229 46,012 29,505 215,747 

Ⅱ 連 結 売 上 高    294,422 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

47.6% 15.6% 10.0% 73.3% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
 
 
                                      （単位：百万円） 

前 期（自 平成１５年４月１日 至 平成１６年３月３１日） 
 

アジア 北米・南米 欧 州 合 計 

Ⅰ 海 外 売 上 高 121,597 45,336 32,238 199,172 

Ⅱ 連 結 売 上 高    268,574 

Ⅲ 
連結売上高に占める 
海外売上高の割合 

45.3% 16.9% 12.0% 74.2% 

(注) １．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 
   ２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   ① 国又は地域の区分方法・・・・・地理的近接度によっております。 
   ② 各区分に属する主な国又は地域 
       ア ジ ア：タイ、シンガポール、中国、台湾、韓国等 
       北米・南米：米国、カナダ、メキシコ等 
       欧   州：イギリス、ドイツ、フランス、イタリア、オランダ等 
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② リース取引関係 
 

 当      期 前      期 
(a)リース物件の取得価額相
当額、減価償却累計額相
当額及び期末残高相当
額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累
計額相当額 

 
期末残高 
相 当 額 

 
取得価額 
相 当 額 

 
減価償却累
計額相当額 

 
期末残高 
相 当 額 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
機 械 装 置 
及 び 運 搬 具 

１,２６９ ５８５ ６８３ １,１９５ ６５７ ５３８ 

工具器具及び備品 ２,７３６ １,４７６ １,２６０ ３,０７９ １,７２０ １,３５８ 
ソ フ ト ウ ェ ア ４２ ３１ １１ － － － 

合 計 ４,０４８ ２,０９２ １,９５５ ４,２７５ ２,３７８ １,８９６ 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、「支
払利子込み法」により算定しております。 

 
(b)未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 以 内   ８９２百万円 ９４５百万円 
１ 年 超 １,０６２百万円 ９５０百万円 
合 計 １,９５５百万円 １,８９６百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高相当額が有形固定資産の期末残高等に占める割合
が低いため、「支払利子込み法」により算定しております。 

 
(c)支払リース料及び減価償却費相当額 

支 払 リ ー ス 料 １,２０９百万円 １,２４２百万円 

減価償却費相当額 １,２０９百万円 １,２４２百万円 
 

(d)減価償却費相当額の算定方法 
     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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③ 関連当事者との取引 
 役員及び個人主要株主等 

当               期 

関 係 内 容 
属性 

会社等
の名称 

住
所 

資本金 
又は 
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

取 引 の 
内 容 

取 引 
金 額 

科 目 期末残高 

  百万円      
鋼 材 等
の購入 
 

百万円 
 2,366 

支払手形 
及び 
買掛金等
※2 

百万円 
 610 (株)啓愛社 東京都 

北区 
鋼材及び製鋼 
原料の販売等 

(被所有) 
直接 4.5％ 

兼任 2 人 
出向 1 人 

建 物 の
賃貸料  
 

 

  31 
 

流動資産 
その他 
（未収入
金）※2 

  1 

  
 
営 
業 
取 
引 

 
 
 

 
工具器具備
品等の賃借
料 

 489 
 

― ― 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等 

 
 
 

 
 
 

1,905 

   

当社が鋼
材等を購
入してい
る 

営 以 引 
業 外  
取 の 
引 取 

その他営業
外収入 

  9 
  

― ― 

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等 
  １.鋼材等の購入価格、建物の賃貸料等、並びに工具器具備品等の賃借料については、市場価格を勘案し、交渉の上決定して

おります。 
 ※２.取引金額は、消費税等抜きによっておりますが、期末残高には消費税等が含まれております。 
  ３.当社の取締役 松岡 敦は、平成１６年６月３０日に(株)啓愛社の代表取締役社長から取締役会長になりました。 
 

 役員及び個人主要株主等 
前               期 

関 係 内 容 
属性 

会社等
の名称 

住
所 

資本金 
又は 
出資金 

事業の内
容又は職
業 

議決権等
の所有(被
所有)割合 役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

取 引 の 
内 容 

取 引 
金 額 

科 目 期末残高 

役員及
びその
近親者 

松岡 敦    - - 当社取締役 
(株)啓愛社 
代表取締役 
社長 

(被所有) 

直接  0％ 

- - ｢(株)啓愛社｣を参照下さい。 

 

 

  百万円      
鋼 材 等
の購入 
 

百万円 
 2,256 

支払手形 
及び 
買掛金等
※3 

百万円 
 721 (株)啓愛社 東京都 

北区 
鋼材及び製鋼 
原料の販売等 

(被所有) 
直接  5％ 

兼任 3 人 
出向 1 人 

建 物 の
賃貸料  
 

 

  36 
 

流動資産 
その他 
（未収入
金）※3 

  3 

  
 
営 
業 
取 
引 

 
 
 

 
工具器具備
品等の賃借
料 

 531 ― ― 

役員及
びその
近親者
が議決
権の過
半数を
所有し
ている
会社等 

 
 
 

 
 
 

1,905 

   

当社が鋼
材等を購
入してい
る 

営 以 引 
業 外  
取 の 
引 取 

その他営業
外収入 

 17 
  

― ― 

(注) 取引条件ないし取引条件の決定方針等 
  １．(株)啓愛社との取引は、いわゆる第三者のための取引であります。 
  ２.鋼材等の購入価格、建物の賃貸料等、並びに工具器具備品等の賃借料については、市場価格を勘案し、交渉の上決定して

おります。 
 ※３.取引金額は、消費税等抜きによっておりますが、期末残高には消費税等が含まれております。 
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④ 税効果会計関係 
当   期   末 前   期   末 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 
の内訳                     百万円 

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別 
の内訳                     百万円 

（繰延税金資産）  （繰延税金資産）  

  賞与引当金損金算入限度超過額  639   賞与引当金損金算入限度超過額  744 

  投資有価証券評価損  1,697 退職給付引当金損金算入限度超過額  92 

 貸倒引当金損金算入限度超過額  2,429   投資有価証券評価損  1,519 

  未実現棚卸資産売却益  1,821  貸倒引当金損金算入限度超過額  1,489 

  繰越欠損金  2,823   未実現棚卸資産売却益  2,046 

  繰越外国税額控除  1,360   繰越欠損金  5,406 

  その他  1,376   繰越外国税額控除  1,539 

   繰延税金資産合計     12,147   その他  938 

（繰延税金負債）      繰延税金資産合計  13,775 

  海外子会社減価償却認容額      896 （繰延税金負債）   

  その他有価証券評価差額金     1,007   海外子会社減価償却認容額      720 
  その他                             179   その他有価証券評価差額金     1,053 
   繰延税金負債合計                 2,083   その他                             147 

繰延税金資産の純額                10,063    繰延税金負債合計                 1,921 

  繰延税金資産の純額                11,853 

    

    
     
※当連結会計年度の繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の
以下の項目に含まれております。 

※当連結会計年度の繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の
以下の項目に含まれております。 

 
流動資産－繰延税金資産              

 
  5,123 

 
流動資産－繰延税金資産              

 
  6,554 

固定資産－繰延税金資産                6,016 固定資産－繰延税金資産                6,167 
流動負債－繰延税金負債                 △   822 流動負債－繰延税金負債                 △   765 
固定負債－繰延税金負債                 △   253 固定負債－繰延税金負債                 △   102 
  

  
2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と
の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

 国内の法定実効税率 39.0％  国内の法定実効税率 39.0％ 

（調整）  （調整）  

連結調整勘定当期償却額  5.2 連結調整勘定当期償却額  3.0 

海外連結子会社の税率差   △ 45.5 海外連結子会社の税率差   △ 17.3 

  連結子会社の当連結会計年度欠損金に対する評価性引当額       21.3   受取配当金の消去に伴う影響額      32.6 

  受取配当金の消去に伴う影響額       50.2 その他    △   1.7 
その他         0.6 税効果会計適用後の法人税等の負担率  55.6 
税効果会計適用後の法人税等の負担率          70.8   
    

   

 3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負
債の金額の修正 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効
税率は、前連結会計年度の流動区分については、４０.０％、
当連結会計年度は３９.０％であります。これにより繰延税金
資産の金額が１０５百万円減少し、当連結会計年度に費用計
上された法人等調整額の金額が同額増加しております。 
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⑤ 有価証券関係 
1. その他有価証券で時価のあるもの                                   （単位：百万円） 

    当   期   末 前   期   末 

種     類 取得原価 
連結貸借対照
表計上額 差   額 取得原価 

連結貸借対照
表計上額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えるもの       

株 式 ３,１０５ ５,６８７ ２,５８２ ３,０６５ ５,７６７ ２,７０１ 
連結貸借対照表計上額が取得原価
を超えないもの       

株 式 － － － ５ ５ △   ０ 

合    計 ３,１０５ ５,６８７ ２,５８２ ３,０７１ ５,７７２ ２,７０１ 

 
 

2. 当連結会計年度に売却したその他有価証券           （単位：百万円） 
区     分 当   期 前   期 

売却額  ３  ２,５４４ 

売却益の合計額  －  ８８１ 

売却損の合計額  ０  － 
 

3. 時価評価されていない主な有価証券                 （単位：百万円） 
 当 期 末 前 期 末 

種     類 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券  ４７５  １,０９４ 

合    計  ４７５  １,０９４ 
（注）非上場株式（店頭売買銘柄を除く） 
 
 
 

⑥ デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益                

当連結会計年度末（平成１７年３月３１日） 

該当事項はありません。                                          

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。  

 

前連結会計年度末（平成１６年３月３１日） 

該当事項はありません。                                          

なお、ヘッジ会計を適用しているものについては開示の対象から除いております。  
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⑦ 退職給付関係 
当      期 前      期 

１. 企業の採用する退職給付制度 
   従業員の退職金の支給に備えるため、適格退職年金制度 

を全面的に採用しております。 
 
２. 退職給付債務等の内容 
(a)退職給付債務及びその内訳 

ｲ 退職給付債務 △２３,０３０ 百万円 
ﾛ 年金資産 １９,６３８ 
ﾊ 未積立退職給付債務 

（ｲ+ﾛ）  
△  ３,３９２ 

ﾆ 未認識過去勤務債務 １５ 
ﾎ 未認識数理計算上の 

差異 
３，０７６ 

ﾍ 連結貸借対照表計上額
純額（ﾊ+ﾆ+ﾎ） 

△    ３００ 

ﾄ 前払年金費用      ５ 
ﾁ 退職給付引当金    △ ３０５ 

   
  (b)退職給付費用の内訳 

ｲ 勤務費用 １,０５９ 百万円 
ﾛ 利息費用 ８８５ 
ﾊ 期待運用収益  △ ８６９ 
ﾆ 会計基準変更時差異の

費用処理額 
６０９ 

ﾎ 過去勤務債務の費用 
処理額 

２ 

ﾍ 数理計算上の差異の費
用処理額 

４５０ 

ﾄ 退職給付費用 ２,１３６ 
 
 
  
３. 退職給付債務等の計算の基礎 
    割引率        ２．５％  

期待運用収益率    ２．５％  
    退職給付見込額の期間配分法  期間定額基準 
    数理計算上の差異の処理年数  ５年～１５年 
    （定額法により、翌期から費用処理することとして 

おります。） 
     会計基準変更時差異の処理年数 ５年 
    （按分額を特別損失に計上しております。） 
     

 

１. 企業の採用する退職給付制度 
   従業員の退職金の支給に備えるため、適格退職年金制度 

を全面的に採用しております。 
 
２. 退職給付債務等の内容 
(a)退職給付債務及びその内訳 

ｲ 退職給付債務 △２０,４８９ 百万円 
ﾛ 年金資産 １５,９７８ 
ﾊ 未積立退職給付債務 
（ｲ+ﾛ）  

△ ４,５１１ 

ﾆ 会計基準変更時差異の
未処理額 

６１０ 

ﾎ 未認識数理計算上の 
差異 

３,３４８ 

ﾍ 連結貸借対照表計上額
純額（ﾊ+ﾆ+ﾎ） 

△ ５５３ 

ﾄ 退職給付引当金    
（注） 

△ 
 

５５３ 

    
  （注）貸借対照表上、過年度における適格退職年金制度 

への移行による退職給与引当金超過額を含めて 
「退職給付引当金」として表示しております。 

 
  (b)退職給付費用の内訳 

ｲ 勤務費用 １,０８１ 百万円 
ﾛ 利息費用 ６６６ 
ﾊ 期待運用収益 △ １４３ 
ﾆ 会計基準変更時差異の費
用処理額 

６１０ 

ﾎ 数理計算上の差異の費用 
処理額 

７６４ 

ﾍ 退職給付費用 ２,９７９ 
 
３. 退職給付債務等の計算の基礎 
    割引率           ２．５％  

期待運用収益率       ２．５％  
    退職給付見込額の期間配分法  期間定額基準 
    数理計算上の差異の処理年数  ５年～１５年 
    （定額法により、翌期から費用処理することとして 

おります。） 
     会計基準変更時差異の処理年数 ５年 
    （按分額を特別損失に計上しております。） 
     
 

     
 

 
 

⑧ 継続企業の前提 
 

該当事項はありません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 

(1) 生 産 実 績                                                                              （単位：百万円） 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 当        期 前        期 

機 械 加 工 品                  １１８,３８２  １１４,７９４ 

電 子 機 器                  １７３,９１０  １５４,４２２ 

合 計            ２９２,２９２  ２６９,２１６ 

(注) 1. 金額は、販売価格によっております。 
     2. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
     3. 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の金額であります。 

 
 

(2) 受 注 実 績                                                                              （単位：百万円） 

当        期 前        期 
事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 

受注高 受注残高 受注高 受注残高 

機 械 加 工 品                 １１９,９８８ ３８,５５７ １１３,１４１ ３４,６７４ 

電 子 機 器                 １７８,４１３ ２２,５４６ １５７,２６２ ２２,４５０ 

合 計           ２９８,４０１ ６１,１０３ ２７０,４０４ ５７,１２４ 
(注) 1. 金額は、販売価格によっております。 
     2. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
     3. 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の金額であります。 
 
 
(3) 販 売 実 績                                        （単位：百万円） 

事 業 の 種 類 別 セ グ メ ン ト                 当        期 前        期 

機 械 加 工 品                  １１６,１０５  １１１,６９２ 

電 子 機 器                  １７８,３１７  １５６,８８１ 

合 計            ２９４,４２２  ２６８,５７４ 
(注) 1. 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
     2. 上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の金額であります。 

 

      




